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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象物の光学特性値の波長依存性を測定する光学特性測定装置であって、
　互いに量子相関を持つ第１光子および第２光子からなる光子対を生成し、第１光子を上
記測定対象物に射出する光子対生成手段と、
　上記測定対象物を透過した第１光子を部分反射面で透過および反射することによって反
射成分である第１成分および透過成分である第２成分に分割し、上記第２光子を部分反射
面で透過および反射することによって反射成分である第３成分および透過成分である第４
成分に分割し、第１光子の第１成分と第２光子の第３成分とを混合して第１混合光を生成
し、第１光子の第２成分と第２光子の第４成分とを混合して第２混合光を生成する光混合
手段と、
　第１光子と第２光子との光路差を変化させる光路差制御手段と、
　上記第１混合光および第２混合光の光子を検出する光子検出手段と、
　上記光子検出手段によって上記第１混合光の光子と第２混合光の光子とが同時に検出さ
れる頻度を同時計数率として計測する同時計数率計測手段と、
　上記同時計数率計測手段によって計測された同時計数率から、第１光子と第２光子との
光路差の変化に対する同時計数率の変化を求め、該同時計数率の変化におけるディップ部
分の値に基づき上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出する波長依存性算出手段
とを備え、
　上記波長依存性算出手段は、上記同時計数率の変化を示す値に対してフーリエ変換を用
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いた演算処理を行うことにより上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出すること
を特徴とする光学特性測定装置。
【請求項２】
　上記光子検出手段は、上記第１混合光の光子を検出する第１光子検出器と、第２混合光
の光子を検出する第２光子検出器とを備え、
　上記波長依存性算出手段は、上記第１光子検出器と第２光子検出器との間における光子
の検出時間差を含む演算式を用いて上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出する
ものであることを特徴とする請求項１記載の光学特性測定装置。
【請求項３】
　上記波長依存性算出手段は、第１光子と第２光子との光路差を十分に大きくして第１光
子と第２光子との光路差によらず同時計数率がほぼ一定になったときの値をバックグラウ
ンド値とし、バックグラウンド値から同時計数率を減算することにより得られた値に対し
てフーリエ変換を用いた演算処理を行うことにより上記測定対象物の光学特性値の波長依
存性を算出するものであることを特徴とする請求項１または２に記載の光学特性測定装置
。
【請求項４】
　上記光子対生成手段は、
　励起光を発する励起用光源と、
　上記励起用光源からの励起光をパラメトリック下方変換することにより、上記光子対と
してのパラメトリック蛍光対を発生させる非線形光学結晶とを備えることを特徴とする請
求項１ないし３のいずれか１項に記載の光学特性測定装置。
【請求項５】
　上記波長依存性算出手段は、同時計数率の変化におけるディップ部分の非対称性に基づ
き、上記測定対象物の屈折率の波長依存性を表す位相分散スペクトルを算出するものであ
ることを特徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の光学特性測定装置。
【請求項６】
　上記波長依存性算出手段は、同時計数率の変化におけるディップ部分の値に基づき、上
記測定対象物の透過率の波長依存性を表す透過スペクトルを算出するものであることを特
徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の光学特性測定装置。
【請求項７】
　測定対象物の光学特性値の波長依存性を測定する光学特性測定方法であって、
　互いに量子相関を持つ第１光子および第２光子からなる光子対を生成し、第１光子を上
記測定対象物に射出するステップと、
　上記測定対象物を透過した第１光子を部分反射面で透過および反射することによって反
射成分である第１成分および透過成分である第２成分に分割し、上記第２光子を部分反射
面で透過および反射することによって反射成分である第３成分および透過成分である第４
成分に分割し、第１光子の第１成分と第２光子の第３成分とを混合して第１混合光を生成
し、第１光子の第２成分と第２光子の第４成分とを混合して第２混合光を生成するステッ
プと、
　第１光子と第２光子との光路差を変化させるステップと、
　上記第１混合光および第２混合光の光子を検出するステップと、
　上記第１混合光の光子と第２混合光の光子とが同時に検出される頻度を同時計数率とし
て計測するステップと、
　計測された同時計数率から、第１光子と第２光子との光路差の変化に対する同時計数率
の変化を求め、該同時計数率の変化におけるディップ部分の値に基づき上記測定対象物の
光学特性値の波長依存性を算出するステップとを含み、
　上記の波長依存性を算出するステップは、上記同時計数率の変化を示す値に対してフー
リエ変換を用いた演算処理を行うことにより上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を
算出することを特徴とする光学特性測定方法。
【請求項８】
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　互いに量子相関を持つ第１光子および第２光子からなる光子対を生成し、第１光子を測
定対象物に射出する光子対生成手段と、上記測定対象物を透過した第１光子を部分反射面
で透過および反射することによって反射成分である第１成分および透過成分である第２成
分に分割し、上記第２光子を部分反射面で透過および反射することによって反射成分であ
る第３成分および透過成分である第４成分に分割し、第１光子の第１成分と第２光子の第
３成分とを混合して第１混合光を生成し、第１光子の第２成分と第２光子の第４成分とを
混合して第２混合光を生成する光混合手段と、第１光子と第２光子との光路差を変化させ
る光路差制御手段と、上記第１混合光および第２混合光の光子を検出する光子検出手段と
、上記光子検出手段によって上記第１混合光の光子と第２混合光の光子とが同時に検出さ
れる頻度を同時計数率として計測する同時計数率計測手段とを備える光学特性測定装置に
おいて、
　上記同時計数率計測手段によって計測された同時計数率から、第１光子と第２光子との
光路差の変化に対する同時計数率の変化を求めるステップと、
　該同時計数率の変化におけるディップ部分の値に基づき上記測定対象物の光学特性値の
波長依存性を算出するステップとをコンピュータに実行させるためのプログラムであって
、
　上記の波長依存性を算出するステップは、上記同時計数率の変化を示す値に対してフー
リエ変換を用いた演算処理を行うことにより上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を
算出することを特徴とするプログラム。
【請求項９】
　請求項８記載のプログラムを記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、測定対象物の光学特性値の波長依存性、例えば、位相分散スペクトル（屈折
率の波長依存性）や透過スペクトル（透過率の波長依存性）などを測定する光学特性測定
装置および光学特性測定方法、並びに、それに用いるプログラムおよび記録媒体に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　光周波数領域における従来の位相分散測定方法としては、次のようなものがある。
【０００３】
　１．白色干渉法
　２．吸収法（クラマース・クローニッヒ法）
　３．ベースバンドＡＭ応答法
　４．パルス遅延法
　５．位相シフト法
　１．の白色干渉法は、特に材料測定などで広範に用いられている方法であり、例えば非
特許文献１に記載されている。この方法は、光を２つの成分に分岐させ、一方の成分を参
照光（リファレンス光）として用いて、もう一方の成分を信号光として測定対象物中に伝
搬させる。測定対象物を透過した後の信号光を、光遅延回路を通った参照光に干渉させ、
参照光の遅延時間を変えて干渉フリンジを得るものである。入射光波長の変化による干渉
フリンジの変化から、位相分散を得ることができる。
【０００４】
　２．の吸収法（クラマース・クローニッヒ法）も、材料測定などで広範に用いられてい
る方法である。この方法は、材料の透過スペクトルが、クラマース・クローニッヒ（ＫＫ
Ｒ）変換によって、材料の位相分散に変換できることを用いる。したがって、材料の透過
スペクトルを測定し、測定された透過スペクトルをＫＫＲ変換によって位相分散に変換す
ることで、位相分散を求めることができる。
【０００５】
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　３．のベースバンドＡＭ応答法については、例えば非特許文献２に記載されている。こ
の測定方法は、光を強度変調したときに光搬送波の両端に生じる側波帯が、光ファイバの
波長分散によって遅延を生じ、変調周波数を変化させるとその位相関係によって光検出後
に現れる変調周波数が周期的に変化することを利用する。つまり、光搬送波と光側波帯と
の位相差が９０度となる遅延を受けたとき、変調強度は最低（ディップ）となる。この方
法は、干渉計を利用する必要がなく、揺動や温度変化などに比較的強い。
【０００６】
　４．のパルス遅延法は、例えば非特許文献３に記載されている。このパルス遅延法は、
異なる中心波長を持つ光パルスを測定する光ファイバ中で伝搬させ、光ファイバにおいて
光パルスの相対的伝搬遅延時間を測定し、その測定結果に基づいて波長分散を測定するも
のである。
【０００７】
　５．の位相シフト法による位相分散の測定については、例えば非特許文献４に記載され
ている。この位相シフト法では、まず、単一モードレーザの光を、光変調器を用いて変調
し、測定対象の光ファイバに入射させる。入射した光は、光ファイバの群速度分散効果を
受け、光ファイバから出射する光のベースバンド信号の位相が光の波長の変化とともに変
化する。そして、波長の変化に対するベースバンド信号の位相の変化をオシロスコープ上
で測定し、群速度分散を導く。
【０００８】
　また、特許文献１には、測定光を分岐し、一方は被測定物を通過する前に変調し、他方
は通過した後で変調して干渉計に入射させ、変調周波数をスキャンしながら干渉計の端子
から出射する光の平均出力を光検出器を用いて測定することにより干渉フリンジを得、光
源の波長が変わるとフリンジがシフトする現象を用いて、光の波長分散を測定する光分散
測定装置が記載されている。
【０００９】
　また、特許文献２には、被測定物の減衰定数、遅延時間、分散等の光学パラメータの波
長依存性を測定する光特性測定装置であって、エンタングル光子対を生成し、該エンタン
グル光子対の内の一方である第一光を前記被測定物に出力するパラメトリック増幅器と、
第二光の光路長を変化させる可変遅延器と、前記被測定物を透過した前記第一光を透過お
よび反射し、前記エンタングル光子対の内の他方である第二光を透過および反射し、前記
第一光の反射成分と前記第二光の透過成分とを合波した第一合波光を出力し、前記第一光
の透過成分と前記第二光の反射成分とを合波した第二合波光を出力するハーフミラーと、
前記第一合波光を検出する第一光子検出器と、前記第二合波光における光子を検出する第
二光子検出器と、前記第一光子検出器および第二光子検出器によって同時に光子が検出さ
れる頻度（一致検出確率）を計測する光子一致検出計測手段と、前記光子一致検出計測手
段が計測した量に基づき前記被測定物の光特性を測定する特性測定手段とを備えた光特性
測定装置が記載されている。
【特許文献１】特開２００１－１９４２６８号公報（２００１年７月１９日公開）
【特許文献２】特開２００４－８５２７５号公報（２００４年３月１８日公開）
【非特許文献１】M. Tateda, N.Shibata and S. Seikai, "Interferrometric method for
 chromatic dispersion measurement in a single-mode optical fiber", IEEE journal 
of quantum electronics, 1981, vol. 17, no. 3, p. 404-407
【非特許文献２】堀内幸夫、「光ネットワークにおける波長分散測定技術動向」、月刊オ
プトロニクス、２００３年１０月号、p. 121-125
【非特許文献３】L.G.cohen and C. Lin, "Pulse delay measurements in the zeromater
ial dispersion wavelength region for optical fibers", Applied Optics, vol. 16, n
o. 12, p. 3136-3139 (1977)
【非特許文献４】K. Daikoku and A. Sugimura, "Direct measurement of wavelength di
spersion in optical fiber-different method", Electronics letters, 1978, vol.14, 
No. 5, p. 149-151



(5) JP 4701385 B2 2011.6.15

10

20

30

40

50

【非特許文献５】L. Mandel et al., "Measurement of Subpicosecond Time Intervals b
etween Two Photons by Interference", PHYSICAL REVIEW LETTERS, VOLUME 59, NUMBER 
18, １９８７年１１月２日, p. 2044-2046
【非特許文献６】M. Atature et.al., "Partial Distinguishability in Femtosecond Op
tical Spontaneous Parametric Down-Conversion", PHYSICAL REVIEW LETTERS, VOLUME 8
3, NUMBER 7，１９９９年８月１６日，p. 1323-1326
【非特許文献７】Y.-H. Kim et. al., "Anticorrelation effect in femtosecond-pulse 
pumped type-II spontaneous parametric down-conversion", PHYSICAL REVIEW A. VOLUM
E 64, 011801, ２００１年６月１日公開
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　１．の白色干渉法は、測定したい波長域に対応した帯域の光源があれば原理的に任意の
位相分散を測定可能である。しかしながら、１．の白色干渉法では、参照光と信号光との
光路長を一致させ、かつ、測定している間、参照光と信号光との光路差を波長よりも十分
に小さい揺らぎに収まるように制御する必要がある。一般に、これは、非常に困難であり
、微小な物体や複雑な物体の測定、あるいは、揺動や温度変化の大きい環境での測定は不
可能である。
【００１１】
　また、２．の吸収法（クラマース・クローニッヒ法）は、「材料の透過スペクトルおよ
び位相分散を表す関数が最小位相推移関数である」という仮定ができるときにのみにしか
使用できない。そのため、材料によっては、上記の仮定ができず、正しい位相分散を求め
ることができないことがある。例えば、材料の透過率が波長によらず一様に高く（例えば
１００％）、位相分散が存在するような場合には、原理的にこの方法を用いることができ
ない。また、実用面においても、吸収がきわめて少なく、位相分散のみが顕著であるよう
な材料に対しても適用するのは困難という欠点を有している（参考文献：Ｃ．キッテル著
「キッテル固体物理学入門（下）」（丸善）、Ａ．パポリス著「応用フーリエ積分」（オ
ーム社））。
【００１２】
　また、３．のベースバンドＡＭ応答法では、原理的に、光を強度変調する周波数によっ
て測定周波数領域（測定波長域）が限られるという大きな欠点がある。せいぜい強度変調
は、数十ギガヘルツ止まりであり、光周波数の１０００分の１程度しかスキャンできない
。また、より広い周波数領域をスキャンしようとした場合、狭帯域のレーザの中心周波数
を変化させながら測定し、追ってデータ処理する必要があり、非常に複雑になる。また、
一般に、市販の狭帯域レーザの発信周波数はきわめて限られているため、測定周波数領域
がきわめて限られる。
【００１３】
　また、４．のパルス遅延法では、まず異なる中心波長をもつ光パルスを多種用意しなけ
ればならない。また、入射パルスの幅、相対的遅延時間の測定に用いる光検出器の周波数
帯域、およびオシロスコープの周波数帯域によって、測定精度が制限される。また、測定
対象物が光ファイバのように十分長い相互作用長を持つ場合でなければ、相対的遅延時間
も検出できず、測定自体が不可能であるという問題もある。
【００１４】
　また、５．の位相シフト法も、先に述べた３．のベースバンドＡＭ応答法と同様に、原
理的に、光を強度変調する周波数によって測定周波数領域が限られるという大きな欠点が
ある。測定精度は、光検出器およびオシロスコープの周波数帯域によって制限され、せい
ぜい強度変調は数十ギガヘルツ止まりである。つまり、光周波数の１０００分の１程度し
かスキャンできない。また、より広い領域をスキャン使用とした場合、狭帯域のレーザの
中心周波数を変化させながら測定し、追ってデータ処理する必要があり、非常に複雑にな
る。
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【００１５】
　以上のように、従来の位相分散測定方法は、微小な物体や、複雑な物体、十分長い相互
作用長を持たない物体の測定が不可能である、揺動や温度変化の大きい環境での測定が不
可能である、吸収が波長によらず一様である材料や吸収がきわめて少なく位相分散のみが
顕著であるような材料の測定が不可能あるいは困難である、測定周波数領域が限られる、
測定精度が制限されるなどの問題を有している。
【００１６】
　また、特許文献１の位相分散測定方法は、白色干渉法と同様の問題を有する。すなわち
、微小な物体や複雑な物体の測定、あるいは、揺動や温度変化の大きい環境での測定が不
可能である。
【００１７】
　また、特許文献２の光特性測定装置では、２つの光路の光路差をエンタングル光子対の
コヒーレンス長よりも充分に大きくすることで、光子の一致検出確率を、δτ（ハーフミ
ラーの移動によって生じる第一光の反射光路長と第二光の反射光路長との差に対応する時
間差）の変化に対する一致検出確率の変化を表す曲線におけるディップ（谷）から外して
いる（特許文献２の図３および段落［００９８］参照）。すなわち、特許文献２の光特性
測定装置では、δτをディップから十分に外れるまで０から大きく（±１／σよりも充分
大きく）ずらしている。そして、特許文献２の光特性測定装置では、このような条件下に
おいて、遅延時間τ（可変遅延器による遅延時間）の変化に対する一致検出確率の変化を
表す曲線に生じるピークの位置に基づいて遅延時間などを算出している。
【００１８】
　したがって、特許文献２の光特性測定装置では、遅延時間τ（可変遅延器による遅延時
間）の変化に対する一致検出確率の変化を表す曲線における、２つの光路の光路差が十分
大きくディップから十分に外れた部分（本願図２の曲線におけるフラットな部分）の一致
検出確率を利用しているものであり、ディップ部分の一致検出確率は利用していない。
【００１９】
　さらに、特許文献２の光特性測定装置では、δτをディップから十分に外れるまで０か
ら大きくずらしていることで、２つの光子間の干渉（Ｈｏｎｇ－Ｏｕ－Ｍａｎｄｅｌ量子
干渉）の効果をなくしてしまっている（特許文献２の［００９９］参照）。これは、ハー
フミラーに対して２つの光子が全く別の時間に独立に入射されることを意味する。また、
特許文献２の段落［００７１］には「ハーフミラー４０で反射するエンタングル光子対は
、・・・したがって、一致検出の確率の向上に寄与しない。」と記載されている。これは
、特許文献２の光特性測定装置は、実質的には、ハーフミラーで透過した信号光とアイド
ラ光とを用いて測定を行っているにすぎないことを意味している。これらのことから、特
許文献２の光特性測定装置は、強度干渉は利用しているものの、２つの光子がハーフミラ
ー上で互いに干渉する効果は利用していないと考えられる。
【００２０】
　したがって、特許文献２の光特性測定装置は、パラメトリック蛍光対の片側に測定対象
物を入れ、ハーフミラーを用いずに、単に各々の光子の同時計数を行う装置と等価（つま
り、ハーフミラーは、測定精度の向上に寄与しない不要なものである）であり、光子間の
干渉を利用した精度の高い光特性測定を実現することは困難であると考えられる。
【００２１】
　本発明は、上記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、揺動や温度変化の
大きい環境でも測定が可能であり、測定対象物のサイズや形状、吸収スペクトルによらず
測定が可能であり、測定周波数領域が広く、かつ測定精度が高い光学特性測定装置および
光学特性測定方法、並びに、それに用いるプログラムおよび記録媒体を提供することにあ
る。
【００２２】
　なお、パラメトリック・ダウンコンバージョンによって生成された量子相関を持つ光子
対を、光路差（非線形光学結晶から一方の光子の検出位置までの光路長と、非線形光学結
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晶から他方の光子の検出位置までの光路長との差）を変えながら検出器に導き、検出器で
同時計数すると、光路差による同時計数確率の変化を表す曲線に、（対称的な）ディップ
が発生することが知られている（非特許文献５）。
【００２３】
　また、M.Atatuereらの非特許文献６には、フェムト秒パルスレーザからのポンプ光を非
線形光学結晶に入射してパラメトリック・ダウンコンバージョンによって量子相関を持つ
光子対を生成し、この光子対を、プリズムを用い、かつ光路差を変えながら検出器に導き
、検出器で同時計数する実験において、光路差による同時計数確率の変化を表す曲線に非
対称なディップが発生すること、およびその原因を確認したことが記載されている。また
、非特許文献７には、非特許文献６の実験の追試を行い、非対称なディップの原因がM.At
atuereらの考えていたものと異なっていたことが示されている。
【００２４】
　しかしながら、非特許文献６では、非対称なディップが位相分散とは別の原因によるも
のであるとされている。すなわち、ポンプ光のパルス幅が非線形光学結晶（β－バリウム
ボレート結晶）の結晶長よりも長い場合、非線形光学結晶内でパルス幅よりも離れた距離
で発生したパラメトリック蛍光は互いにインコヒーレントになり、それが原因で非対称な
ディップが見られるとしている。さらに、この現象が、非線形光学結晶の結晶長を長くす
るに伴って、非対称性が増すものだということを示し、実験によって確認している。
【００２５】
　また、本願発明者等の検討によれば、非特許文献６に示されている非線形光学結晶の結
晶長に起因して非対称なディップが発生する現象は、フェムト秒パルスレーザを用い、か
つバンドパスフィルタを用いなかった場合にのみ見られるものと著者らは主張している。
そして、この現象が、ポンプ光のパルス幅が結晶長よりも短いときに限って起こると述べ
ている。すなわち、本出願におけるような、結晶長よりも十分に長いコヒーレント長を持
つＣＷ（連続波）レーザーによる励起とは、まったく異なる状況でのみ生じた物である。
そのため、非特許文献６に示されている非対称なディップは、位相分散とは異なる原因で
発生しているものであると考えられる。
【００２６】
　また、非特許文献７でも、非対称なディップが位相分散とは別の原因によるものである
とされている。すなわち、非特許文献７では、非対称なディップは、光学系に用いられた
プリズムが原因であるとされている。そのことを示すために、非特許文献７は、まず、プ
リズムを用いないで実験を行い、非対称なディップが見られないことを示している。次に
、プリズムを用いて非特許文献６の実験と全く同じ実験を行い、非対称なディップを確認
している。その後、プリズムを２つにし、それらの向きを逆に配置して、実験を行い、そ
の結果、非対称なディップが見られなくなったことを示している。非特許文献７では、デ
ィップの非対称性の原因はプリズムを用いたことにあるとしているが、その理由は明らか
にしていない。しかし、この非対称性が、結晶長に依存して起こる現象であることはM.At
atuereらの実験結果から明らかである。したがって、どの様な理由だとしても、そのため
、非特許文献７に示されている非対称なディップは、パラメトリック蛍光対の光路上にお
ける位相分散とは異なる原因で発生しているものであると考えられる。
【００２７】
　以上のように、非特許文献６および７で示されている非対称なディップは、位相分散と
は異なる原因で発生しているものであり、非特許文献６および７には、非対称なディップ
と位相分散との相関を示唆する記載は全くない。
【課題を解決するための手段】
【００２８】
　本発明に係る光学特性測定装置は、上記課題を解決するために、測定対象物の光学特性
値の波長依存性を測定する光学特性測定装置であって、互いに量子相関（「量子もつれ合
い」とも呼ばれる）を持つ第１光子および第２光子からなる光子対を生成し、第１光子を
上記測定対象物に射出する光子対生成手段と、上記測定対象物を透過した第１光子を第１
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成分および第２成分に分割し、上記第２光子を第３成分および第４成分に分割し、第１光
子の第１成分と第２光子の第３成分とを混合して第１混合光を生成し、第１光子の第２成
分と第２光子の第４成分とを混合して第２混合光を生成する光混合手段と、第１光子と第
２光子との光路差を変化させる光路差制御手段と、上記第１混合光および第２混合光の光
子を検出する光子検出手段と、上記光子検出手段によって上記第１混合光の光子と第２混
合光の光子とが同時に検出される頻度を同時計数率として計測する同時計数率計測手段と
、上記同時計数率計測手段によって計測された同時計数率から、第１光子と第２光子との
光路差の変化に対する同時計数率の変化を求め、該同時計数率の変化におけるディップ部
分の値に基づき上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出する波長依存性算出手段
とを備えることを特徴としている。
【００２９】
　本発明に係る光学特性測定方法は、上記課題を解決するために、測定対象物の光学特性
値の波長依存性を測定する光学特性測定方法であって、互いに量子相関を持つ第１光子お
よび第２光子からなる光子対を生成し、第１光子を上記測定対象物に射出するステップと
、上記測定対象物を透過した第１光子を第１成分および第２成分に分割し、上記第２光子
を第３成分および第４成分に分割し、第１光子の第１成分と第２光子の第３成分とを混合
して第１混合光を生成し、第１光子の第２成分と第２光子の第４成分とを混合して第２混
合光を生成するステップと、第１光子と第２光子との光路差を変化させるステップと、上
記第１混合光および第２混合光の光子を検出するステップと、上記第１混合光の光子と第
２混合光の光子とが同時に検出される頻度を同時計数率として計測するステップと、計測
された同時計数率から、第１光子と第２光子との光路差の変化に対する同時計数率の変化
を求め、該同時計数率の変化におけるディップ部分の値に基づき上記測定対象物の光学特
性値の波長依存性を算出するステップとを含むことを特徴としている。
【００３０】
　上記構成および方法によれば、光混合装置での量子相関を持つ光子間の干渉によって発
生するディップ部分の値を用いて測定対象物の光学特性の波長依存性を測定するものであ
るため、測定対象物のサイズや形状、相互作用長などよらず高い測定精度で光学特性の波
長依存性を測定することができ、また、微弱な光（例えば光子が１０００個程度）であっ
ても光学特性の波長依存性を測定できる。
【００３１】
　また、上記構成および方法によれば、光学特性の波長依存性を測定したい波長域の光を
発することができる光子対生成手段を用いることで、原理的に任意の波長域における光学
特性の波長依存性を測定可能である。したがって、広い波長域で光学特性の波長依存性を
測定することができる。
【００３２】
　さらに、上記構成および方法によれば、吸収を直接的に測定することが不要であるので
、吸収測定が不可能な場合や、測定対象物の吸収が波長によらず一様である場合、測定対
象物の吸収がきわめて少なく位相分散のみが顕著である場合などであっても、容易に光学
特性の波長依存性を測定することができる。
【００３３】
　また、上記構成および方法では、波長オーダーでの光路差の調整は必要としない。例え
ば白色干渉計では一般に１０ｎｍ程度のオーダーでの光路差の調整が必要であるが、上記
構成および方法では、μｍオーダー未満での光路差の調整は不要である。また、上記構成
および方法は、揺動や温度変化の大きい環境でも測定が可能であり、広い適用範囲を持つ
と考えられる。なお、本発明の構成および方法でも、ディップを測定可能な程度に光路差
の調整を行う必要はあるが、この調整はμｍオーダー以上でよい。例えば後述する実施例
では光路長を５０μｍ刻みで調整して測定を行っている。一般に、１μｍ以上の光路長調
整であれば、光学系に特別な安定化を図る必要も無く、容易に行うことができる。
【００３４】
　本発明の光学特性測定装置は、上記光子検出手段が、上記第１混合光の光子を検出する
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第１光子検出器と、第２混合光の光子を検出する第２光子検出器とを備え、上記波長依存
性算出手段が、上記第１光子検出器と第２光子検出器との間における光子の検出時間差を
含む演算式を用いて上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出する構成であること
が好ましい。これにより、実用的な検出系によって広い波長域のスペクトルを測定するこ
とが可能となる。
【００３５】
　また、本発明の光学特性測定装置は、上記波長依存性算出手段が、第１光子と第２光子
との光路差を十分に大きくして第１光子と第２光子との光路差によらず同時計数率がほぼ
一定になったときの値をバックグラウンド値とし、バックグラウンド値から同時計数率を
減算することにより得られた値に対してフーリエ変換を用いた演算処理を行うことにより
上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出するものであることが好ましい。
【００３６】
　上記光子対生成手段が、励起光を発する励起用光源と、上記励起用光源からの励起光を
パラメトリック下方変換することにより、上記光子対としてのパラメトリック蛍光対を発
生させる非線形光学結晶とを備える構成であることが好ましい。これにより、発生する光
子対の状態が高次光の少ない状態となり、１次近似式によって高い精度で光学特性値の周
波数依存性を求めることができる。したがって、光学特性値の周波数依存性の演算を容易
に行うことができる。
【００３７】
　また、本発明の光学特性測定装置は、上記波長依存性算出手段が、同時計数率の変化に
おけるディップ部分の非対称性に基づき、上記測定対象物の屈折率の波長依存性を表す位
相分散スペクトルを算出する構成であってもよく、上記波長依存性算出手段が、同時計数
率の変化におけるディップ部分の値に基づき、上記測定対象物の透過率の波長依存性を表
す透過スペクトルを算出する構成であってもよい。
【００３８】
　なお、「位相分散」とは、波長分散とも呼ばれるものであり、媒質に入射する光の周波
数に依存して、媒質の屈折率が変化する特性を表す。すなわち、「位相分散」は、媒質に
入射する光の周波数に依存して、光が媒質中を伝搬する群速度が変化する特性（群速度分
散）と関係している。
【００３９】
　また、本発明の光学特性測定装置における光混合手段としては、例えば、上記測定対象
物を透過した第１光子を透過および反射することによって第１成分としての反射成分およ
び第２成分としての透過成分に分割し、上記第２光子を透過および反射することによって
第３成分としての透過成分および第４成分としての反射成分に分割し、第１光子の反射成
分と第２光子の透過成分とを混合して第１混合光を生成し、第１光子の透過成分と第２光
子の反射成分とを混合して第２混合光を生成するビームスプリッタを用いることができる
。
【００４０】
　本発明に係るプログラムは、互いに量子相関を持つ第１光子および第２光子からなる光
子対を生成し、第１光子を上記測定対象物に射出する光子対生成手段と、上記測定対象物
を透過した第１光子を第１成分および第２成分に分割し、上記第２光子を第３成分および
第４成分に分割し、第１光子の第１成分と第２光子の第３成分とを混合して第１混合光を
生成し、第１光子の第２成分と第２光子の第４成分とを混合して第２混合光を生成する光
混合手段と、第１光子と第２光子との光路差を変化させる光路差制御手段と、上記第１混
合光および第２混合光の光子を検出する光子検出手段と、上記光子検出手段によって上記
第１混合光の光子と第２混合光の光子とが同時に検出される頻度を同時計数率として計測
する同時計数率計測手段とを備える光学特性測定装置において、上記同時計数率計測手段
によって計測された同時計数率から、第１光子と第２光子との光路差の変化に対する同時
計数率の変化を求めるステップと、該同時計数率の変化におけるディップ部分の値に基づ
き上記測定対象物の光学特性値の波長依存性を算出するステップとをコンピュータに実行
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させるためのものである。また、本発明に係る記録媒体は、上記プログラムを記録したも
のである。
【００４１】
　上記プログラムおよび記録媒体によれば、本発明に係る光学特性測定方法を、コンピュ
ータを用いて容易に実行させることができる。
【発明の効果】
【００４２】
　本発明によれば、以上のように、揺動や温度変化の大きい環境でも測定が可能であり、
測定対象物のサイズや形状、吸収スペクトルによらず測定が可能であり、測定周波数領域
が広く、かつ測定精度が高い光学特性測定装置および光学特性測定方法、並びに、それに
用いるプログラムおよび記録媒体を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４３】
　本発明の一実施形態について図１および図２に基づいて説明すると以下の通りである。
図１は、本発明の第一の実施形態にかかる光学特性測定装置の構成を示す図である。
【００４４】
　図１に示すように、本実施形態に係る光学特性測定装置１０は、測定対象物としての光
学素子４の光学特性値の波長依存性（位相分散スペクトルや透過スペクトルなど）を測定
するためのものであり、光子対生成手段としての励起用レーザ（励起用光源）１および非
線形光学結晶２と、単一モード光伝送手段としての単一モード光ファイバ（シングルモー
ドファイバ）３Ａ・３Ｂと、光混合手段としてのビームスプリッタ５と、光路差制御手段
としての光学遅延回路６と、光子検出手段としての光子検出器（第１光子検出器）７Ａお
よび光子検出器（第２光子検出器）７Ｂと、同時計数率計測手段としての同時計数装置８
と、波長依存性算出手段としての分析装置９とを備えている。
【００４５】
　励起用レーザ１は、ポンプ光（励起光）を発して非線形光学結晶２に入射させるための
ものである。
【００４６】
　非線形光学結晶２は、励起用レーザ１から入射したポンプ光をパラメトリック下方変換
（パラメトリック・ダウンコンバージョン）することにより、量子相関を持った１対の光
子Ａ・Ｂからなるパラメトリック蛍光対を発生させ、発生した光子Ａ（第一光）および光
子Ｂ（第二光）を異なる方向にビーム状に射出するものである。非線形光学結晶２として
は、非線形光学結晶を、タイプIIのパラメトリック下方変換（入射した光子を、一方が常
光線、他方が異常光線である２つの光子に分裂させるパラメトリック下方変換）の位相整
合条件を満たすようにカットしたものが好適である。また、非線形光学結晶２の構成材料
としては、ベータバリウムボライト（β－ＢａＢ２Ｏ４、透過波長域：190nm～3500nm）
、リチウムトリボレート（ＬｉＢ３Ｏ５，透過波長域：160nm～2600nm）などを用いるこ
とができ、光学特性値の波長依存性を測定したい波長域に応じて適宜選択すればよい。
【００４７】
　単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂは、非線形光学結晶２から射出された光子Ａ・Ｂをそ
れぞれ透過させ、互いに量子相関を持つ特定のモードの光子Ａ・Ｂのみを選び出すもので
ある。なお、単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂは、アイリス等に置き換えることも可能で
あるが、単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂを用いることにより、調整時にパラメトリック
蛍光対に代えて強いレーザ光を使用し、ビームスプリッタ５の配置角度などを調整する作
業を容易に行うことができるため、単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂを使用する方が望ま
しい。
【００４８】
　単一モード光ファイバ３Ａの長さは、単一モード光ファイバ３Ｂと同じ長さが望ましい
。これは、ファイバの長さの差に起因する余計な分散の影響を除くためである。ただし、
光学素子４を挿入せずに事前にディップをきちんと測定し、その結果を用いて後述する方
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法で補正する場合には、原理的には余計な分散の効果は排除可能である。
【００４９】
　また、実際には、非線形光学結晶２からビームスプリッタ５までの行路長が、光学遅延
回路の遅延時間が調整可能な範囲の中間にある時に、光子Ａも光子Ｂもほぼ同じになるよ
うに設定されることが望ましい。言い換えると、非線形光学結晶２からビームスプリッタ
５に到達するまでの光子Ａの光路長は、光学遅延回路６内の光路長を除くと、非線形光学
結晶２からビームスプリッタ５に到達するまでの光子Ｂの光路長より短い。
【００５０】
　すなわち、たとえば光ファイバ３Ｂとビームスプリッタ５との間は、図１では単に直線
で記述しているが、実際には、遅延時間が固定された光学遅延回路が挿入されることが望
ましい。この光路長の調整は、光ファイバ３Ｂの長さを、光ファイバ３Ａよりも長く（た
とえば3500μm）することによっても達成可能である。
【００５１】
　測定対象の光学素子４は、一方の光子Ａの光路における非線形光学結晶２と単一モード
光ファイバ３Ａとの間に挿入されている。測定対象の光学素子４は、例えばバンドパスフ
ィルタである。なお、光学特性測定装置１０は、光学素子４に限らず、あらゆる物体の光
学特性の波長依存性を測定することが可能である。
【００５２】
　光学遅延回路６は、その内部の光路長を変化させることができるものであり、一方の光
子Ａの光路における単一モード光ファイバ３Ａとビームスプリッタ５との間に挿入されて
いる。光学遅延回路６は、その内部の光路長を変化させることにより、非線形光学結晶２
からビームスプリッタ５に到達するまでの光子Ａの光路長と光子Ｂの光路長との差（以下
、単に「光子Ａ・Ｂ間の光路差」と称する）を０を跨ぐ範囲で変化させるものである。本
実施形態における光学遅延回路６は、その内部の光路長を幅５ｍｍの範囲（例えば１００
０μｍ～６０００μｍの範囲）で５０μｍ刻みに変化させることによって、光子Ａ・Ｂ間
の光路差を－２５００μｍ～２５００μｍの範囲で変化させることができるものである。
ただし、光路差を変化させる範囲の幅、および変化させる単位は、スペクトル（光学特性
の波長依存性）を測定したい波長域の幅に応じて適宜変更すればよく、特に限定されるも
のではない。例えば、スペクトルを測定したい波長域の幅を１０ｎｍとしたい場合、光路
差を変化させる範囲の幅を約０．１ｍｍとし、光路差を１μｍ刻み程度で変化させればよ
い。
【００５３】
　光学遅延回路６は、例えば、可動ミラーおよび固定ミラーを有し、可動ミラーおよび固
定ミラーによって光路が形成されており、可動ミラーを固定ミラーに近づけるあるいは遠
ざけることによって上記光路の長さを変化させることができるものである。また、光学遅
延回路６は、内部の光路長を示す信号を出力することができるようになっている。
【００５４】
　なお、光学遅延回路６は、非線形光学結晶２からビームスプリッタ５に到達するまでの
光子Ａの光路長を変化させる代わりに、非線形光学結晶２からビームスプリッタ５に到達
するまでの光子Ｂの光路長を変化させるようにしてもよい。また、非線形光学結晶２から
ビームスプリッタ５に到達するまでの光子Ａおよび光子Ｂの両方の光路長を変化させるよ
うにしてもよい。
【００５５】
　ビームスプリッタ５は、単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂを透過した互いに量子相関を
もつ光子が入射する２つの入力ポート５ａ・５ｂを備え、かつ２つの出力ポート５ｃ・５
ｄを備えている。
【００５６】
　ビームスプリッタ５は、光学素子４、単一モード光ファイバ３Ａ、および光学遅延回路
６を通過した光子Ａ（第１光子）と、単一モード光ファイバ３Ｂを通過した光子Ｂ（第２
光子）とを受ける。ビームスプリッタ５には、光子Ａと光子Ｂとが、互いの入射方向のな
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す角度が９０度になるように入射されている。ビームスプリッタ５は、入射光の一部を透
過率Ｔで透過し、残りを反射率Ｒで反射する部分反射面を有している。ビームスプリッタ
５の部分反射面には、光子Ａおよび光子Ｂが異なる側から入射する。ビームスプリッタ５
の部分反射面は、光子Ａの入射方向および光子Ｂの入射方向に対して４５度傾いている。
なお、ビームスプリッタ５の反射面の透過率Ｔおよび反射率Ｒはそれぞれ、５０％および
５０％であることが好ましい。
【００５７】
　ビームスプリッタ５は、光学素子４を透過した光子Ａを部分反射面で透過および反射す
ることによって反射成分（第１成分）および透過成分（第２成分）に分割し、透過成分お
よび反射成分を９０度異なる方向に出射する。
【００５８】
　ビームスプリッタ５は、光子Ｂを部分反射面で透過および反射することによって透過成
分（第３成分）および反射成分（第４成分）に分割し、透過成分および反射成分を９０度
異なる方向に出射する。光子Ｂの透過成分の進行方向は光子Ａの反射成分の進行方向と同
一である。それゆえ、光子Ｂの透過成分は、光子Ａの反射成分と混合されて第１混合光を
生成し、出力ポート５ｃから出力される。また、光子Ｂの反射成分の進行方向は光子Ａの
透過成分の進行方向と同一である。それゆえ、光子Ｂの反射成分は、光子Ａの透過成分と
混合されて第２混合光を生成し、出力ポート５ｄから出力される。
【００５９】
　光子検出器７Ａ・７Ｂは、単一光子を検出できるものであり、ビームスプリッタ５の出
力ポート５ｃ・５ｄから出射する第１混合光および第２混合光の光子をそれぞれ検出する
。光子検出器７Ａ・７Ｂは、光子の入射に応じて、短い時間幅（数十ナノ秒）の電圧パル
スを発生する。
【００６０】
　同時計数装置８は、光子検出器７Ａ・７Ｂの出力に基づいて、光子検出器７Ａ・７Ｂに
よって光子（第１混合光の光子および第２混合光の光子）が同時に検出される頻度である
同時計数率を求め、同時計数率の値を出力する。具体的には、同時計数装置８は、光子検
出器７Ａ・７Ｂで電圧パルスがある一定時間内で同時に発生した回数を計数（同時計数）
し、この回数を同時計数率の値として出力する。
【００６１】
　分析装置９は、光学遅延回路６から出力された光子Ａ・Ｂ間の光路差の値と同時計数装
置８から出力された同時計数率の値とに基づき、光子Ａと光子Ｂとの光路差の変化に対す
る同時計数率の変化を表す曲線（以下、「光路差－同時計数率曲線」と称する）を求める
光路差－同時計数率曲線生成部９ａを含んでいる。なお、光路差－同時計数率曲線は、光
子Ａと光子Ｂとの時間差（遅延時間）の変化に対する同時計数率の変化を表す曲線であっ
てもよい。
【００６２】
　本実施形態に係る光学特性測定装置１０においては、分析装置９が、光路差－同時計数
率特性を表す曲線のディップ部分の値に基づいて光学素子４の光学特性値の波長依存性を
算出する処理を行い、算出された光学特性値の波長依存性を出力するようになっている。
具体的には、分析装置９は、光路差－同時計数率曲線生成部９ａに加えて、光路差－同時
計数率曲線生成部９ａで生成された位相差－同時計数率曲線における光路差０周辺に発生
するディップ部分の値に基づき光学素子４の光学特性の波長依存性を算出する波長依存性
算出部９ｂをさらに備えている。波長依存性算出部９ｂは、第１光子と第２光子との光路
差を十分に大きくして第１光子と第２光子との光路差によらず同時計数率がほぼ一定にな
ったときの値をバックグラウンド値（基準値）とし、バックグラウンド値から同時計数率
を減算することにより得られた値に対して、光子検出器７Ａと光子検出器７Ｂとの間にお
ける光子の検出時間差（後述するτ）を含む演算式（後述する式（２））を用い、かつ、
フーリエ変換を用いた演算処理を行うことにより、光学素子４の光学特性値の波長依存性
を算出する。
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【００６３】
　次に、本実施形態に係る光学特性測定方法について説明する。
【００６４】
　まず、光子Ａ・Ｂ間の光路差を変化させながら、光子検出器７Ａおよび光子検出器７Ｂ
で光子Ａおよび光子Ｂが同時に検出される頻度（単位時間あたりに検出される光子数）で
ある同時計数率を同時計数装置８で測定する。
【００６５】
　すなわち、まず、励起用レーザ１から非線形光学結晶２にポンプ光（周波数ω０）を入
射させる。すると、パラメトリック下方変換（パラメトリック・ダウンコンバージョン）
過程により、非線形光学結晶２のもつ非線形性の大きさに応じて、量子相関を持った光子
対であるパラメトリック蛍光対（光子対Ａ・Ｂ）が発生する。発生したパラメトリック蛍
光対（光子対Ａ・Ｂ）を単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂに透過させることにより、発生
したパラメトリック蛍光対（光子対Ａ・Ｂ）の中から互いに相関をもつ特定のモードの光
子対Ａ・Ｂのみを選び出す。その選び出された光子Ａ・Ｂをそれぞれビームスプリッタ５
（反射率Ｒ、透過率Ｔ）の２つの入力ポート５ａ・５ｂの各々に入射させる。この際、光
子Ａの光路には光学遅延回路６を設けることにより、ビームスプリッタ５への光子Ａ・Ｂ
の入射時刻に時間差を設ける。そして、光学遅延回路６内の光路長を変化させることによ
り入力ポート５ａ・５ｂ間の光路差（光子Ａ・Ｂ間の光路差）を変化させながら、ビーム
スプリッタ５の出力ポート５ｃ・５ｄからの出力を光子検出器７Ａ・７Ｂで検出し、２つ
の出力ポート５ｃ・５ｄ間の同時計数を同時計数装置８で行う。具体的には、光子検出器
７Ａ・７Ｂへの光子の入射に応じて、短い時間幅（数十ナノ秒）の電圧パルスを光子検出
器７Ａ・７Ｂで発生させ、それらの電圧パルスがある一定時間内で同時に発生した回数を
同時計数装置８によって記録する。なお、測定時における光学遅延回路６内の光路長の変
化は、光路長を変化させる指示を手動で入力することによって行ってもよく、分析装置９
による制御によって自動で行ってもよい。
【００６６】
　次いで、同時計数装置８で測定された同時計数率を、分析装置９の光路差－同時計数率
曲線生成部９ａにおいて、光路差に対してプロットし、光子Ａ・Ｂ間の光路差が０の付近
で同時計数率が極小値（ディップ）をとる曲線（光路差－同時計数率曲線）を得る。
【００６７】
　最後に、分析装置９の波長依存性算出部９ｂにおいて、同時計数率のバックグラウンド
値から同時計数率を減算することにより得られた値に対して、光子検出器７Ａと光子検出
器７Ｂとの間における光子の検出時間差を含む演算式を用い、かつ、フーリエ変換を用い
た演算処理を行うことにより、光学素子４の光学特性値の波長依存性を算出する。
【００６８】
　以上のようにして、本実施形態に係る光学特性測定装置および光学特性測定方法では、
光学素子４の光学特性値の波長依存性を算出することができる。算出する光学特性値の波
長依存性としては、位相分散スペクトル（位相分散曲線；屈折率の波長依存性を表す曲線
）、位相分散係数（特定周波数における位相分散値；位相分散曲線の傾きに相当する）、
位相分散係数の波長依存性、透過スペクトル（透過率の波長依存性を表す曲線）、などが
挙げられる。
【００６９】
　上記光学特性測定装置１０においては、光学素子４のない状態では、非特許文献５に記
載されているように、光子Ａ・Ｂ間の光路差が０のラインに対して左右対称な光路差－同
時計数率曲線が得られる。本願発明者等は、上記光学特性測定装置１０において、図１に
示すように、光子Ａ・Ｂの光路のうちの一方（この場合、光子Ａの光路）にのみビームス
プリッタ５の前（非線形光学結晶２と単一モード光ファイバ３Ａとの間）に位相分散を持
つ光学素子４を挿入した場合には、通常とは異なり、光路差－同時計数率曲線に図２のグ
ラフのような非対称性が現れることを見出した。本願発明者等は、この非対称性が現れる
原因を解析した結果、この非対称性が光学素子４の位相分散に依存することを見出すと共
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に、光路差－同時計数率曲線のディップ部分の非対称性を解析することで光学素子４の位
相分散スペクトルを導出でき、また、光路差－同時計数率曲線の対称性を解析することで
光学素子４の透過スペクトルを導出できることを見出し、本発明を完成するに至ったもの
である。
【００７０】
　光学素子４の位相分散スペクトルおよび透過スペクトルを算出する演算処理の詳細につ
いては後述するが、同時計数率の変化におけるディップ部分の非対称性に基づいた上記演
算処理を行えば、光学素子４の位相分散スペクトルを算出することができる。また、位相
分散スペクトルに関連する、他の光学特性値の波長依存性、例えば位相分散係数や、位相
分散係数の波長依存性なども、同時計数率の変化におけるディップ部分の非対称性に基づ
いた演算処理により算出することができる。すなわち、位相分散スペクトルが中心周波数
ω０／２に対して反対称であると仮定すれば、位相分散スペクトル（波長による屈折率の
変化）、位相分散係数（特定周波数における位相分散の値）、および位相分散係数の波長
依存性（波長による位相分散係数の変化を表す曲線）の何れも出力可能である。
【００７１】
　また、位相分散スペクトルがたとえ中心周波数ω０／２に対して反対称でない場合につ
いても、中心周波数ω０／２における位相分散係数（位相分散スペクトルの傾き）は求め
ることができる。さらに、発振周波数ω０が可変の励起用レーザ１を用いて、ポンプ光の
発振周波数ω０をスキャンすることにより、位相分散係数の周波数スペクトルを取得する
ことができ、さらに、その位相分散係数の周波数スペクトルの値を積分することで、任意
の位相分散スペクトルを求めることも可能である。
【００７２】
　また、相対透過スペクトルが中心周波数ω０／２に対して対称であると仮定すれば、光
学素子４の相対透過スペクトル（透過率の波長依存性）を算出することができる。また、
透過スペクトルに関連する、他の光学特性値の波長依存性（例えば透過スペクトルの傾き
）も、透過スペクトルが中心周波数ω０／２に対して対称であると仮定すれば算出するこ
とができる。さらに、パラメトリック蛍光対の平均透過率を、光学素子４挿入時のカウン
ト数の減少から求めることにより、相対透過スペクトルから透過スペクトルの絶対値を推
定することも可能である。
【００７３】
　次に、フーリエ変換により光路差－同時計数率曲線のディップ（マンデルディップ）か
ら光学素子４の光学特性値の波長依存性として、光学素子４の位相分散スペクトルおよび
透過スペクトルを算出する演算処理について説明する。
【００７４】
　まず、マンデルら（非特許文献５）によると、非線形光学結晶２から射出されたパラメ
トリック蛍光対の状態は次の式のように書くことができる。
【００７５】
【数１】

【００７６】
ここで、φ（ω１，ω２）は、ω１＝ω２＝ω０／２でピークを持つような、ある重み関
数である。
【００７７】
　そのとき、光子検出器７Ａで時刻ｔに光子Ａを検出し、かつ、光子検出器７Ｂで時刻ｔ
＋τに光子Ｂを検出する同時計数確率は、次の式（２）で与えられる。ここで、τは、光
子検出器７Ａ・７Ｂ間の検出時間差であり、光子検出器７Ａによる検出タイミングに対し
て光子検出器７Ｂによる検出タイミングの遅れを示す。現実の光子検出器には、有限のタ
イミングジッター（光子を受光してから、検出信号を出すまでの遅延時間のゆらぎ）がか
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ならず存在する。それ故、実際の実験においては、ある時間幅（ゲート時間）内に、光子
検出器７Ａおよび光子検出器７Ｂの両方ともが検出信号を発生させた場合について、同時
係数事象とみなし、カウントする。τは、この事情に対応して導入されている。
【００７８】
【数２】

【００７９】
ここで、
【００８０】
【数３】

【００８１】
はそれぞれ、光子検出器７Ａおよび光子検出器７Ｂにおける電場の正周波数成分であり、
Ｋは、光子検出器７Ａおよび光子検出器７Ｂの量子効率などの特性を表す定数である。
【００８２】
　また、
【００８３】

【数４】

【００８４】
は、ビームスプリッタ５に入射する前の電場
【００８５】
【数５】

【００８６】
と、次の式（３）および（４）のような関係がある。
【００８７】
【数６】

【００８８】
　式（３）および式（４）を、式（２）に代入すると、前記の同時計数確率は、次の式で
与えられる。
【００８９】
【数７】

【００９０】
ここで、Ｇ（τ）は重み関数φ（ω０／２＋ω，ω０／２-ω）を周波数ωについてフー
リエ変換したものであり、ｇ（τ）はそれをＧ（０）で規格化したものである。Ｇ（τ）
およびｇ（τ）はそれぞれ、以下のように与えられる。
【００９１】
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【数８】

【００９２】
　マンデルらは、非特許文献５中で「もしφ（ω０／２＋ω，ω０／２-ω）が実でかつ
ωに対して対称であれば、Ｇ（τ）およびｇ（τ）は両方ともτに関して実でかつ対称に
なる。」とし、この仮定に従って論を進めている。実際、非特許文献５中の図２に示され
た同時計数確率は、実験データ、理論曲線とも、遅延時間τ（非特許文献５の実験ではビ
ームスプリッタの位置に相当する）に対して対称なものが示されている。パラメトリック
蛍光対を用いて同様の実験は数多く行われているが、実際、これまでに、連続光（ＣＷ光
）をポンプ光に用いた実験では、すべて対称なディップ形状が報告されていた。
【００９３】
　しかし、本発明者らはＣＷ光を用いた実験において非対称なディップ形状を初めて観察
し、その原因に対する考察から、本発明の発案に至ったものである。
【００９４】
　今、光子Ａの光路および光子Ｂの光路の一方に、位相分散ならびに透過率分散をもつ媒
質からなる光学素子４を挿入したとする。媒質の透過率をｒ（ω）、媒質の位相分散をψ
（ω）とすると、複素透過率Ｔ（ω）は、次のように記述できる。
【００９５】
　Ｔ（ω）＝ｒ（ω）ｅｘｐ（ｉψ（ω））　（８）
このとき、光学素子４を透過した後のパラメトリック蛍光対の状態は、媒質によって変調
された重み関数φ’（ω１，ω０-ω１）を用いて次の式のように書くことができる。
【００９６】

【数９】

【００９７】
また、φ’（ω１，ω０-ω１）は、式（１）に現れた元の重み関数を用いて次のように
与えられる。
【００９８】
　φ’（ω１，ω０-ω１）＝Ｔ（ω１）φ（ω１，ω０-ω１）　（１０）
　そのとき、同時計数確率は、式（５）～（７）に現れるφをφ’で置き換えた、次の式
（１１）～（１３）で与えられる。
【００９９】
【数１０】

【０１００】
光学素子４を光子Ａの光路および光子Ｂの光路の一方に挿入して測定を行うと、同時計数
装置８において、測定データとして、同時計数確率Ｐ’１２に変換可能なパラメータであ
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合、分析装置９が、同時計数率から同時計数確率Ｐ’１２を求め、同時計数確率Ｐ’１２

から式（１１）～（１３）を用いて重み関数φ’（ω１，ω２）を求め、さらに重み関数
φ’（ω１，ω２）から式（１０）を用いて媒質の透過率ｒ（ω）および媒質の位相分散
ψ（ω）を求めることが可能になる。
【０１０１】
　以下、同時計数確率Ｐ’１２から重み関数φ’（ω１，ω２）を導出する方法を説明す
る。
【０１０２】
　さきほど述べたように、実際の測定では、出力パルスがゲート時間Ｔｃ.ｃと呼ばれる
ある一定時間内に光子検出器７Ａ・７Ｂの両方の検出器から発生した回数を、同時計数装
置８が同時計数率として記録する。光子Ｂに対する光子Ａの遅延時間がδτである（光子
Ｂの光路長に対して光子Ａの光路長がδτ×ｖ（群速度）だけ長い）ときに同時計数装置
８で得られる値である同時計数率Ｎ（δτ）は、式（１１）の同時計数確率Ｐ’１２（τ
，δτ）から次の式のように得られる。
【０１０３】
【数１１】

【０１０４】
　一方、式（１１）に式（１２）および（１３）を代入して整理すると、同時計数確率Ｐ
’１２（τ，δτ）は、次のようになる。
【０１０５】

【数１２】

【０１０６】
　ここで、ゲート時間Ｔｃ.ｃは、パラメトリック蛍光対のコヒーレンス時間ならびに遅
延時間δτよりも十分に長いと仮定する。その場合、Ｐ１２（τ）はせいぜいパラメトリ
ック蛍光対のコヒーレンス時間ならびに遅延時間δτでしか値を持たないことから、式（
１４）の積分範囲を-∞から＋∞までに広げても同じ値になる。
【０１０７】

【数１３】

【０１０８】
　一般に、ゲート時間Ｔｃ.ｃは数ナノ秒のオーダーである。一方、パラメトリック蛍光
対の波長帯域は数ｎｍ以上である。この場合、パラメトリック蛍光対のコヒーレンス時間
は、数ピコ秒以下である。また、遅延時間δτも数ピコ秒のオーダーである。このように
、この仮定は十分に満たされる。式（１６）に式（１５）を代入すると、次のようになる
。
【０１０９】
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【０１１０】
ここで式（４）の絶対値の中身をＷ（τ，δτ）とおいた。
【０１１１】

【数１５】

【０１１２】
　そこで、この式（１８）に対してパーシバルの等式を適用すると、次の式が得られる。
【０１１３】
【数１６】

【０１１４】
　ここで、一般に、任意関数ｆ（ω）に対して以下の式が成り立つ。
【０１１５】
【数１７】

【０１１６】
従って、式（７）の絶対値の中身に式（２０）（２１）を適用すると、以下の式が得られ
る。
【０１１７】
【数１８】

【０１１８】
よって、この式（２２）を式（１９）に代入すると、次式のようになる。
【０１１９】
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【数１９】

【０１２０】
　次に、式（２３）において、Ｋを左辺に移動して、右辺を展開すると、次式のようにな
る。
【０１２１】

【数２０】

【０１２２】
ここで、左辺は、検出器量子効率で補正した、同時計数率の遅延時間（δτ）依存性にな
っている点に注意して欲しい。
【０１２３】
　今、一つ目のωの積分は、遅延時間δτを含まないので、定数になる。そのため、
【０１２４】

【数２１】

【０１２５】
とおく。このＡは、｜δτ｜が十分に大きい場合の同時計数率、つまり同時計数率のバッ
クグラウンド値に相当している。
【０１２６】
　式（２４）において、定数項を式（２５）を用いて書き換え、定数項およびＮ（δτ）
を左辺に集めると、次式のようになる。
【０１２７】
【数２２】

【０１２８】
この式の左辺は、同時計数率のバックグラウンド値から、遅延時間δτを変化させて（光
子Ａと光子Ｂとの光路差を変化させて）取得した同時計数率Ｎ（δτ）を検出器量子効率
Ｋで補正したものを差し引き、それを、ビームスプリッタ５の透過率Ｔと反射率Ｒとの積
で割ったものである。
【０１２９】
　さらに、式（２６）の両辺に対して、フーリエ変換を行うと、右辺は、
【０１３０】
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【０１３１】
となる。従って、左辺とあわせると、
【０１３２】
【数２４】

【０１３３】
が得られる。つまり、「同時計数率のバックグラウンド値から、δτを変化させて取得し
た同時計数率Ｎ（δτ）を検出器量子効率Ｋで補正したものを差し引き、それを、ビーム
スプリッタ５の透過率Ｔと反射率Ｒとの積で割ったもの」をフーリエ変換することにより
、φ'（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）φ'*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）
を得ることができる。
【０１３４】
　また、この理論式上では、積分範囲は（-∞，∞）になっているが、実際にはディップ
部分以外の遅延時間δτは積分の中身が０になるため、実用上は、ディップ部分だけの積
分でよい。すなわち、積分範囲は、少なくともディップ部分を含んでいればよい。
【０１３５】
　次に、φ'（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）φ'*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）から、媒
質（光学素子４）の位相分散ψ（ω）を求める方法について述べる。式を用いると、次の
ような変形が可能である。
【０１３６】
【数２５】

【０１３７】
　このことから、媒質（光学素子４）を取り除いた状態で同時計数率Ｎ（δτ）を同時計
数装置８で測定し、分析装置９にて、上述したのと同様の手順を踏むことで同時計数率Ｎ
（δτ）からφ（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）φ*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）を得た
後、このφ（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）φ*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）でφ'（ω0

／２－ω，ω0／２＋ω）φ'*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）を割ることにより、Ｔ（ω0

／２－ω，ω0／２＋ω）Ｔ*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）を得ることができることがわ
かる。得られたＴ（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）Ｔ*（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）は、
式（８）を用い、ｒ（ω）およびψ（ω）が実関数であることに注意すると、次式のよう
に変形できる。
【０１３８】
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【数２６】

【０１３９】
つまり、得られた複素関数Ｔ（ω0／２－ω，ω0／２＋ω）Ｔ*（ω0／２－ω，ω0／２
＋ω）の位相部分は、ψ（ω０／２-ω）-ψ（ω０／２＋ω）
になっている。
【０１４０】
　ここで、媒質（光学素子４）の位相分散曲線が、ポンプ光の半分の周波数（中心周波数
）ω０／２に対して反対称であるとみなす。すると、
　ψ（ω０／２-ω）-ψ（ω０／２＋ω）＝-２ψ（ω０／２＋ω）　（３１）
となる。この右辺は、媒質（光学素子４）の位相分散曲線になっている。以上のようにし
て、媒質（光学素子４）の位相分散曲線を求めることができる。
【０１４１】
　また、ここで、透過率の波長依存性を表す曲線が、ポンプ光の半分の周波数ω０／２に
対して対称であるとみなす。すると、媒質（光学素子４）の透過率の波長依存性（吸収ス
ペクトル）を求めることができる。
【０１４２】
　なお、特許文献２の位相分散測定方法では、本実施形態の演算とは全く異なる演算を行
っている。まず第一に、先にも述べたように、特許文献２での演算は、光子Ａ，光子Ｂが
ビームスプリッタ５にコヒーレント時間よりも大きな時間のずれをもって入射した場合に
ついての計算を行った物である。それに対して、本発明ではビームスプリッタ５に同時に
入射した場合を中心とした演算を行っている。
【０１４３】
　また、特許文献２における、可変遅延器の遅延時間τ（本実施形態の演算におけるδτ
に相当する）を変化させたときの一致検出確率Ｐ（τ）を表す式（１４）には、本実施形
態の演算における式（２）にある検出時間差τ（特許文献２のτとは異なる）が含まれて
いない。また、特許文献２では、その後の積分操作を行っていない。
【０１４４】
　この違いを物理的に説明すると次のようになる。特許文献２において、式（１４）の左
辺に光子検出器間の検出時間差が含まれていないことは、光子検出器の応答時間がコヒー
レント長より十分に短く（無限小）、かつ、光子検出器の時間分解能および同時計数装置
の時間分解能（同時計数ウィンドウ、ゲート時間）がコヒーレント長より十分に短い（無
限小）とみなしていることを意味している。その上で、光子Ｂの検出器７Ａへの入射をト
リガとしながら、光子Ａの存在確率を検出器７Ｂで直接観測し、その結果から光子Ａの光
子波束形状変化をとらえようとするものである。このようなことができるのは、光子検出
器の応答時間がコヒーレント長より十分に短く（無限小）、かつ、光子検出器および同時
計数装置の時間分解能がコヒーレント長より十分に短い（無限小）という条件を満たす場
合である。
【０１４５】
　この条件を満たすことは、現在の技術では極めて困難である。
【０１４６】
　例えば、光子検出器の応答時間を１００ｐｓとした場合、「光子検出器の応答時間がコ
ヒーレント長より十分に短い」という条件を満たすためには、少なくともコヒーレント時
間を数ｎｓにする必要があると考えられる。コヒーレント時間を長くすると言うことは、
線幅を短くすることに相当する。そのため、このようにコヒーレント時間を長くした場合
、測定できるスペクトル幅は０．０００１ｎｍ程度の非常に狭い領域に限られてしまう。
また、量子相関を持つ光子対（もつれ合った光子対）の光量はもともと微弱なものである
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ので、この程度まで狭いスペクトル領域に限定してしまうと、非常に検出が困難な光量ま
で減光されてしまうと考えられる。
【０１４７】
　一方、測定するスペクトル幅を広くしようとすると、「光子検出器の応答時間がコヒー
レント長より十分に短い」という条件を満たすためには、非現実的に高速な応答時間を持
つ光子検出器が必要となる。例えば、測定するスペクトル幅を１ｎｍとした場合、１０ｆ
ｓもの応答時間を持った光子検出器が必要となる。このような高速な応答時間を持った光
子検出器は、現状では知られていない。
【０１４８】
　また、測定するスペクトル幅を広くしようとすると、「光子検出器および同時計数装置
の時間分解能がコヒーレント長より十分に短い」という条件を満たすためには、光子検出
器および同時計数装置の時間分解能を、周波数に換算して数百ＧＨｚ～ＴＨｚオーダーに
しなければならない。一般に、現在実用化されている光子検出器では、時間分解能が１０
ＧＨｚ以下であり、現在実用化されている同時計数装置では同時係数の時間幅が数ナノ秒
（数百ＭＨｚ）である。そのため、現在実用化されている光子検出器および同時計数装置
では、「光子検出器および同時計数装置の時間分解能がコヒーレント長より十分に短い」
という条件を満たすことは困難である。
【０１４９】
　以上のように、特許文献２の演算方法は、現実的な検出系では広い波長域でスペクトル
を測定することができず、現実的な検出系で測定できるスペクトル幅が０．０００１ｎｍ
程度の非常に狭い領域に限られてしまい、光子の検出が困難であるという問題点を有して
いる。
【０１５０】
　それに対して、本実施形態の演算方法では、光子検出器７Ａ・７Ｂの応答時間と光子検
出器７Ａ・７Ｂおよび同時計数装置８の時間分解能、ゲート時間とを有限の値（パラメト
リック蛍光対のコヒーレンス時間よりも長い）とし、この有限の応答時間と光子検出器７
Ａ・７Ｂおよび同時計数装置８の時間分解能とに起因する光子検出器７Ａ・７Ｂ間の検出
時間差τを考慮した演算を行っている（式（１４）の左辺に光子検出器７Ａ・７Ｂ間の検
出時間差τが含まれている）。そのため、本実施形態の演算方法においては、光子検出器
７Ａ・７Ｂの応答時間と光子検出器７Ａ・７Ｂおよび同時計数装置８の時間分解能との両
方がいくら長くても、測定自体に支障をきたすことがない。したがって、本実施形態の方
法では、ＡＰＤ（アバランシェ・フォトダイオード）や光電子増倍管を用いた現実的な検
出系により実現可能である。
【０１５１】
　また、本実施形態における位相分散スペクトルおよび透過スペクトルの算出方法は、ク
ラマース・クローニッヒ法と比較して、次の利点を有している。
【０１５２】
　すなわち、クラマース・クローニッヒ法で位相分散を求めるためには、
　（１）位相分散（ψ（ω））が中心周波数ω０／２に関して反対称性を持つとみなせる
　（２）透過率の波長依存性（ｒ（ω））が中心周波数ω０／２に関して対称性を持つと
みなせる
　（３）複素透過率の対数ｌｏｇ（ｒ（ω）ｅｘｐ（ｉψ（ω）））が、最小位相推移関
数である
の３つの条件が満たされなければならない。特に（３）の条件は、現実の測定対象物では
成立しない場合がある。
【０１５３】
　これに対し、本発明の方法で位相分散（ψ（ω））を求めるには、（１）の条件を満た
すだけでよい。そのため、本発明の方法では、（２）または（３）の条件を満たさない測
定対象物であっても位相分散（ψ（ω））を求めることができる。また、（１）の条件は
、広い波長域では満たされない場合であっても、位相分散曲線が傾きを持ってさえいれば
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狭い波長域では満たされる。したがって、広い波長域では（１）の条件が満たされない場
合であっても、狭い波長域で位相分散曲線を算出することができる。
【０１５４】
　すなわち、位相分散スペクトルがたとえ中心周波数ω０／２に対して反対称でない場合
についても、中心周波数ω０／２における分散係数（位相分散スペクトルの傾き）を求め
ることができる。さらに、ポンプ光の発振周波数ω０をスキャンすることにより、分散係
数の周波数スペクトルを取得し、その値を積分することで、任意の位相分散スペクトルを
求めることも可能である。
【０１５５】
　また、本発明の方法で透過率の波長依存性（ｒ（ω））および位相分散（ψ（ω））の
両方を求める場合には（１）（２）の条件を満たす必要があるが、その場合でも（３）の
条件を満たす必要がない。そのため、本発明の方法では、（３）の条件を満たさない測定
対象物であっても透過率の波長依存性（ｒ（ω））および位相分散（ψ（ω））の両方を
求めることができる。
【０１５６】
　なお、分析装置９は、ハードウェアロジックによって構成してもよいし、次のようにＣ
ＰＵを用いてソフトウェアによって実現してもよい。
【０１５７】
　すなわち、分析装置９は、分析装置９の各機能を実現する制御プログラムの命令を実行
するＣＰＵ（central processing unit）、上記プログラムを格納したＲＯＭ（read only
 memory）、上記プログラムを展開するＲＡＭ（random access memory）、上記プログラ
ムおよび各種データを格納するメモリ等の記憶装置（記録媒体）などを備えている。そし
て、本発明の目的は、上述した機能を実現するソフトウェアである分析装置９の制御プロ
グラムのプログラムコード（実行形式プログラム、中間コードプログラム、ソースプログ
ラム）をコンピュータで読み取り可能に記録した記録媒体を、分析装置９に供給し、その
コンピュータ（またはＣＰＵやＭＰＵ）が記録媒体に記録されているプログラムコードを
読み出し実行することによっても、達成可能である。
【０１５８】
　上記記録媒体としては、例えば、磁気テープやカセットテープ等のテープ系、フロッピ
ー（登録商標）ディスク／ハードディスク等の磁気ディスクやＣＤ－ＲＯＭ／ＭＯ／ＭＤ
／ＤＶＤ／ＣＤ－Ｒ等の光ディスクを含むディスク系、ＩＣカード（メモリカードを含む
）／光カード等のカード系、あるいはマスクＲＯＭ／ＥＰＲＯＭ／ＥＥＰＲＯＭ／フラッ
シュＲＯＭ等の半導体メモリ系などを用いることができる。
【０１５９】
　また、分析装置９を通信ネットワークと接続可能に構成し、上記プログラムコードを通
信ネットワークを介して供給してもよい。この通信ネットワークとしては、特に限定され
ず、例えば、インターネット、イントラネット、エキストラネット、ＬＡＮ、ＩＳＤＮ、
ＶＡＮ、ＣＡＴＶ通信網、仮想専用網（virtual private network）、電話回線網、移動
体通信網、衛星通信網等が利用可能である。また、通信ネットワークを構成する伝送媒体
としては、特に限定されず、例えば、ＩＥＥＥ１３９４、ＵＳＢ、電力線搬送、ケーブル
ＴＶ回線、電話線、ＡＤＳＬ回線等の有線でも、ＩｒＤＡやリモコンのような赤外線、Ｂ
ｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、８０２．１１無線、ＨＤＲ、携帯電話網、衛星回線、地
上波デジタル網等の無線でも利用可能である。なお、本発明は、上記プログラムコードが
電子的な伝送で具現化された、搬送波に埋め込まれたコンピュータデータ信号の形態でも
実現され得る。
【０１６０】
　本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の変
更が可能である。
【０１６１】
　例えば、光子対生成手段として、励起用レーザ１および非線形光学結晶２に代えて、四
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波混合によって量子相関を持つ光子対を発生させるものを用いてもよい。また、光子対生
成手段として、励起用レーザ１および非線形光学結晶２に代えて、周波数ωｓの入力信号
光を生成する信号用光源、入力信号光の周波数ωｓよりも大きい周波数ωｐ（ωｐ＞ωｓ
）を持つ入力励起光を生成する励起用光源、および光パラメトリック増幅器を用い、光パ
ラメトリック増幅器が、入力信号光および入力励起光を受け、上記入力信号光の周波数ω
ｓと等しい周波数を持つ信号光と、上記入力励起光の周波数ωｐと上記入力信号光の周波
数ωｓとの差に等しい周波数ωｉ（ωｉ＝ωｐ－ωｓ）を持つアイドラ光との対を光子対
Ａ・Ｂとして生成する構成としてもよい。また、上記構成において、信号用光源を省き、
光パラメトリック増幅器に入力信号光を入れないようにしてもよい（この場合、光パラメ
トリック増幅器が自発的パラメトリック下方変換器として機能する）。また、光子対生成
手段として、光パラメトリック発振器を用いてもよい。
【０１６２】
　ただし、光パラメトリック増幅器などは、高次成分を含む光子対を発生するため、前記
の式（１）の近似（１次近似）が許容されない。そのため、光子対生成手段としては、励
起用レーザ１および非線形光学結晶２や、四波混合によって量子相関を持つ光子対を発生
させるものなどのように、前記の式（１）の近似が許容されるものが好ましい。なお、特
許文献２の光学特性測定装置は、前記の式（１）の近似が許容されないパラメトリック増
幅器を用いているにもかかわらず、前記の式（１）の近似を行っており、不適当な構成で
あると考えられる。
【０１６３】
　また、光混合手段として、ビームスプリッタ５に代えて、ビームスプリッタ５の部分反
射面と同様に配置されたハーフミラーを用いてもよい。
【実施例１】
【０１６４】
　本実施例は、前記実施の形態に係る光学特性測定装置を用いて、測定対象物の位相分散
スペクトルおよび透過スペクトルを測定する方法の一例である。
【０１６５】
　本実施例では、励起用レーザ１として、出力１６０ｍＷのＣＷ（連続波）アルゴンイオ
ンレーザを周波数３５１．１ｍｍで単一周波数発振（線幅５ＭＨｚ以下）させたもの（コ
ヒレント社製「Ｓａｂｒｅ」）を用いた。
【０１６６】
　また、非線形光学結晶２として、β－バリウムボレート（β－ＢａＢ2Ｏ4）の結晶を、
タイプIIのパラメトリック下方変換の位相整合条件を満たし、また、２方向にビーム状に
パラメトリック蛍光対が射出されるような条件にカットしたものを用いた。
【０１６７】
　また、単一モード光ファイバ３Ａ・３Ｂとしては、コア径が４μｍである偏波保持光フ
ァイバパッチコード（ＯＺ製「Polarization maintaining fiber optic patchcord」）を
用いた。
【０１６８】
　また、ビームスプリッタ５としては、透過率Ｔが約５０％、反射率Ｒが約５０％であり
、材質がＢＫ７（光学ガラスの１種）である非偏光キューブビームスプリッタ（ＣＶＩ社
製「Non-Polarizing Cube Beamsplitters」）を用いた。
【０１６９】
　また、光学遅延回路６としては、可動ミラーをシグマ光機株式会社製の「高剛性・精密
型自動ステージ」（最大移動量：８５ｍｍ）で移動させる構成のものを用いた。
【０１７０】
　また、光子検出器７Ａ・７Ｂとしては、単一光子検出器（パーキンエルマー社製「ＳＰ
ＣＭ－ＡＱＲ－１４」）を用いた。また、同時計数装置８としては、スタンフォードリサ
ーチ社製の「ＳＲ－４００」を用いた。
【０１７１】
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　そして、測定対象の位相分散を持つ光学素子４として、中心波長７０２．３ｎｍ、透過
帯域幅（バンドパス）０．３４ｎｍのバンドパスフィルタ（ＢＡＲＲ製「Bandpass Filte
rs」）を片側の光路に挿入し、光学遅延回路６の移動を５０μｍ刻みで約５ｍｍの範囲に
わたって行うことで光路差を変化させながら、光路差－同時計数率曲線の測定を分析装置
９で行った。測定された光路差－同時計数率曲線を図２に示す。図２に示すように、この
光路差－同時計数率曲線では、図２に示すように、横軸の０点を中心として（下に凸の）
ディップ（マンデルディップ）が生じている一方、横軸の両端部ではフラット（同時係数
率が一定）になっている。図２において、横軸の０点は、光学素子４がない場合に同様の
測定をした時のディップの最下点である。また、横軸の０点は、光子Ａ・Ｂ間の光路差が
０の位置である。ただし、光学素子４の基盤（光学素子４を支持する基板）による０点の
ズレは補正した。
【０１７２】
　なお、同時係数率Ｐ（τ）のグラフは、一般には、ディップ（下に凸）になるが、位相
分散関数ψ（ω）および透過スペクトルｒ（ω）（すなわちＴ（ω））によっては、非対
称性が増すだけでなく、盛り上がり、逆ディップ（上に凸）になる場合がある。本明細書
中では、そのようなケースについても「ディップ」と呼ぶことにする。
【０１７３】
　最後に、分析装置９では、図２の光路差－同時計数率曲線から、前述したフーリエ変換
を用いた演算処理を行うことにより、位相分散スペクトルおよび透過スペクトルを得た。
【０１７４】
　すなわち、まず、式（２８）におけるＡ－Ｎ（δτ）／２πＫを見積もる。Ａは、検出
時間差δτが十分に大きい場合の同時計数値、すなわち、同時計数値のバックグラウンド
値である。同時計数値のバックグラウンド値Ａは、図２において、ディップから十分に離
れて同時計数率が一定値になっている部分の同時計数率に相当する。従って、バックグラ
ウンド値から同時計数率曲線を引くことで、Ｉ（δτ）∝Ａ－Ｎ（δτ）／２πＫを求め
ることができる。このようにして求めたＩ（δτ）を図３に示す。
【０１７５】
　次に、このＩ（δτ）に対して、前述したフーリエ変換を行う。ただし、式（２８）で
は連続的なフーリエ変換を行っているが、本実施例で得られる測定結果は離散的なデータ
であるため、離散フーリエ変換を行う。このようにしてフーリエ変換を行った結果を、図
４に示す。フーリエ変換を行った結果は、複素数となるため、実数部分と虚数部分とに分
けて示した。
【０１７６】
　最後に、位相分散スペクトルを求める。式（３０）（３１）から、図４のフーリエ変換
結果を、その絶対値で割り、対数（ｌｏｇ）をとり、２で割ったものが位相分散スペクト
ルとなることが分かる。したがってそのような演算によって、周波数ω０／２を中心とし
た位相分散スペクトルψ（ω）を求めることができる。求められた位相分散スペクトルψ
（ω）を図５に黒丸で示す。
【０１７７】
　また、透過スペクトルｒ（ω）２についても、周波数ω０／２に対して対称であること
を仮定すると、求めることができる。得られた透過スペクトルを図５に黒丸で示す。ここ
では、透過スペクトルは、相対値のみ求めた。絶対値は、片方のパスに測定対象物を挿入
した場合のカウント数と測定対象物を挿入していない場合のカウント数との比較から、測
定対象物の平均的な透過率を見積もることで、算出することができる。
【０１７８】
　次に、この方法で測定した透過スペクトルおよび位相分散スペクトルを、周波数を変化
させながら透過率を測定することによって得られた透過スペクトル（図５の上部に実線で
示す）、およびその透過スペクトルからクラマース・クローニッヒ変換を行って求めた位
相分散スペクトル（図５の下部に実線で示す）とを比較する。これらの比較から分かるよ
うに、この方法で測定された透過スペクトルおよび位相スペクトルの形状は、透過帯域幅
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（図５の透過スペクトルのピーク部分）において良く一致しているのが分かる。
【０１７９】
　なお、本実施例では、比較のために、クラマース・クローニッヒ変換から位相分散スペ
クトルを求めることが可能なバンドパスフィルタを用いた。しかし、この方法を用いれば
、クラマース・クローニッヒ変換では位相分散スペクトルを正確に求めることができない
材料についても、位相分散スペクトルを測定することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１８０】
　位相分散スペクトル（屈折率の波長依存性）や透過スペクトル（透過率の波長依存性）
などのような、光学特性値の波長依存性は、さまざまな物質の物性を特徴づける重要な指
標であり、物質の同定、評価などに多く用いられている。そのため、本発明の光学特性測
定装置および光学特性測定方法は、物性物理学、化学、生命科学、医療、薬学など広範な
分野における物質の同定や評価などに応用できる。例えば、本発明の光学特性測定装置は
、基礎科学・研究開発から医学、品質検査、セキュリティまで幅広い応用が期待される、
透過スペクトルや位相分散などを計測可能な遠赤外パルス分光計測装置に適用できる。
【０１８１】
　また、光通信および光情報処理においては、位相分散や、透過率の波長依存性などのよ
うな、光学特性値の波長依存性は、光伝送路（例えば光ファイバ）や光デバイスなどの光
伝送媒体中における信号光の伝送特性を示す指標として重要である。したがって、本発明
の光学特性測定装置および光学特性測定方法は、光伝送路や光デバイスなどの光伝送媒体
の伝送特性を評価するものとして利用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１８２】
【図１】本発明の実施の一形態に係る光学特性測定装置の構成を示す図である。
【図２】本発明の実施の一例に係る光学特性測定方法において得られた遅延時間の変化に
対する同時計数率の変化（光路差－同時計数率曲線）を示すグラフである。
【図３】本発明の実施の一例に係る光学特性測定方法において得られた遅延時間の変化に
対する２πＫＡ－Ｎ（δτ）の変化を示すグラフである。。
【図４】本発明の実施の一例に係る光学特性測定方法において得られた２πＫＡ－Ｎ（δ
τ）のフーリエ変換結果を示すグラフである。。
【図５】本発明の実施の一例に係る光学特性測定方法において得られた透過スペクトルお
よび位相分散スペクトルを示すグラフである。。
【符号の説明】
【０１８３】
　１　　励起用レーザ（励起用光源、光子対発生手段）
　２　　非線形光学結晶（光子対発生手段）
　４　　光学素子（測定対象物）
　５　　ビームスプリッタ（光混合手段）
　６　　光学遅延回路（光路差制御手段）
　７Ａ　光子検出器（第１光子検出器、光子検出手段）
　７Ｂ　光子検出器（第２光子検出器、光子検出手段）
　８　　同時計数装置（同時計数手段）
　９　　分析装置（波長依存性算出手段）
１０　　光学特性測定装置
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